
Ⅱ　  

給   　　　　　　

 

与

区　　　　分 職 員 数

 

期 末 手 当
報 酬 給 料

年間

明

支給率(月分)

市 長 等

 

人 千円 千円 千円

議 員

本

　

年 度

そ の 他 特 別 職 80

細

28,959

計 80 2

 

8,959

市 長 等

議 員

　

前 年 度

そ の 他 特 別 職 8

書

0 29,615

計 80

  

29,615

市 長 等

議 員

比  較

そ の 他 特 別 職 0 △656

計 0 △656

注　市長等とは市長、副市長、常勤の監査委員及び教育長をいい、その他特別職とは市長等及び議員以外の特別

費

共 済 費 合 計 備   考
地 域 手 当 その他

給

の手当 計

千円 千円 千円 千円 千円

28,959 28,959

28,959 28,959

29,615 29,615

29,615 29,615

△656 △656

△656 △656

職をいう。
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　 与　 費

１　特　別　職

 



円 千円 千円 千円 千円 千円

本 年 度 25 63,117 101,610 113,206 277,933 40,863 318,796
( )

前 年 度 25 65,732 98,453 106,602 270,787 37,847 308,634
( )

比 較 0 △2,615 3,157 6,604 7,146 3,016 10,162
( )

２

時 間 外 ・ 休 日
区   

　

分 扶 養 手 当 地 域 手 当 住

一

居 手 当 管 理 職 手 当 特 殊

般

勤 務 手 当 通 勤 手 当
勤 務

職

手 当
千円 千円 千円 千円

（

千円 千円 千円

本　年　

１

度 2,376 16,8

）

07 1,440 1,0

 

56 13,831 2,

総

721

職員手当の内訳

 

前　年　度 2,232

 

15,254 1,08

 

0 1,008 13,8

括

77 2,834

比　　

給

較 144 1,553 3

　

60 48 △46 △11

　

3

管 理 職 員
区   分

　

期 末 ・ 勤 勉 手 当 宿 日 直

　

手 当 単 身 赴 任 手 当 児 童

　

手 当 等 退 職 手 当
特 別 勤

　

務 手 当
千円 千円 千円 千

　

円 千円 千円

本　年　度

　

74,975

職員手当

与

の内訳

前　年　度 70

費

,317

比　　較 4,

区

658

注　（ ）内は

分

、再任用職員数外書き

職

　　職員数には、会計

員

年度任用職員の人数を

数

含まない。

58 59-

共

   - -   -

　　済　　費 合 　計 備　 　　　　考
報　 　　酬 給　　　料 職　員　手　当 計

人 千



（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区 分 増 減 額

千円 千円

給 料 3,157  給与改定に伴う増減分 2,406  

昇給に伴う増加分 2,000  

その他の増減分 △1,249  

職 員 手 当 6,604  その他の増減分 6,604  

増 減 事 由 別 内 訳

- 60 -



説 明

給与改定に伴う変動

昇任・昇格及び昇給に伴う変動

人事異動等による変動      職員数の異動状況

本年度 25  人

前年度 25  人

増減 0  人

千円

実績による変動      扶養手当 144  

職員の異動に伴う変動      地域手当 1,553  

     住居手当 360  

     管理職手当 48  

     時間外・休日勤務手当 △46  

     通勤手当 △113  

     期末・勤勉手当 4,658  

備              考
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（３） 給料及び職員手当の状況 

ア 職員１人当たり給与 

区 分 行政職給料表（1）適用職 

令和７年１月１日現在 

平均給料月額 （円） 302,625 

平均給与月額 （円） 363,654 

平 均 年 齢 （歳） 38歳８月 

令和６年１月１日現在 

平均給料月額 （円） 291,208 

平均給与月額 （円） 330,478 

平 均 年 齢 （歳） 39歳０月 

 

 

イ 初任給 

区 分 行政職給料表（1）適用職（円） 
国 の 制 度 

一般行政職（円） 

高 校 卒 188,000 188,000 

大 学 卒 225,500 
総合職 230,000 

一般職 220,000 
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ウ 級別職員数 

区 分 
行政職給料表（1）適用職 

級 職員数 構成比 

令和７年１月１日現在 

１ 級 
  15 人   62.5 ％ 

（ - ） （ - ） 

２ 級 
  2     8.3   

（ 1 ） （ 100.0 ） 

３ 級 
  6     25.0   

（ - ） （ - ） 

４ 級 
 1    4.2   

（ - ） （ - ） 

５ 級 
  0     0.0   

（ - ） （ - ） 

計 
  24     100.0   

（ 1 ） （ 100.0 ） 

令和６年１月１日現在 

１ 級 
  13 人   54.1 ％ 

（ - ） （ - ） 

２ 級 
  4     16.7   

（ 2 ） （ 100.0 ） 

３ 級 
  6     25.0   

（ - ） （ - ） 

４ 級 
  1    4.2   

（ - ） （ - ） 

５ 級 
  0    0.0   

（ - ） （ - ） 

計 
  24    100.0   

（ 2 ） （ 100.0 ） 

注 （  ）内は、再任用職員数外書き 
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エ 級別の基準となる職務 

区分 行政職給料表（1）適用職 

１ 級 主事の職務 

２ 級 主任の職務 

３ 級 課長補佐又は係長の職務 

４ 級 部次長又は課長の職務 

５ 級 部長の職務 

  

  

オ 昇給 

区 分 行政職給料表（1）適用職 

本

年

度 

職 員 数 （Ａ） （人） 25 

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） 21 

号 給 数 別 内 訳 

１号給 （人） 0 

２号給 （人） 0 

３号給 （人） 0 

４号給 （人） 21 

５号給 （人） 0 

６号給 （人） 0 

比      率 （Ｂ）／（Ａ） （％） 84.0 

前

年

度 

職 員 数 （Ａ） （人） 25 

昇給に係る職員数 （Ｂ） （人） 18 

号 給 数 別 内 訳 

１号給 （人） 0 

２号給 （人） 0 

３号給 （人） 0 

４号給 （人） 18 

５号給 （人） 0 

６号給 （人） 0 

比      率 （Ｂ）／（Ａ） （％） 72.0 

 

 

カ 期末手当・勤勉手当 

区分 

支給期別支給率（月分） 職制上の段階、 

備考 
６月 12月 ３月 計 

職務の級等に 

よる加算措置 

本年度 
2.425 2.425 － 4.85 

有   
（1.275） （1.275） （ － ） （2.55） 

前年度 
2.325 2.325 － 4.65 

有   
（1.225） （1.225） （ － ） （2.45） 

国の制度 2.300 2.300 － 4.60 
有   

（令和７年度） （1.200） （1.200） （ － ） （2.40） 

注 （  ）内は、再任用職員分 
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キ 地域手当 

支 給 対 象 地 域 全市域 

支 給 率 （％） 16.0 

支 給 対 象 職 員 数 （人） 
25 

（令和７年１月１日現在） 

国の指定基準に基づく支給率 （％） 16.0 

 

ク 特殊勤務手当 

区 分 全 職 種 行政職給料表（1）適用職 

給料総額に対する比率(%) - - 

支給対象職員の比率(%) 
- - 

（令和７年１月１日現在） 

代 表 的 な 特 殊 勤 務 
支 給 額 の 多 い 手 当 - 

手 当 の 名 称 
支給対象者の多い手当 - 

 

ケ その他の手当 

区 分 
国の制度 

差 異 の 内 容 
との異同 

扶養手当 異なる 

西 東 京 市 国 

       

子 11,500円 子 11,500円 

特定期間の子 15,500円 特定期間の子 16,500円 

その他の扶養親族 6,000円 その他の扶養親族 6,500円 

 部次長・課長級の場合 3,000円    

       

住居手当 異なる 

西 東 京 市 国 

       

年度末年齢35歳未満の借家・借間 借家・借間居住者   

居住者である世帯主等  最高支給限度額 28,000円 

  15,000円    

        

通勤手当 異なる 

西 東 京 市 国 

       

交通機関   交通機関   

 全額支給限度額 150,000円  全額支給限度額 150,000円 

交通用具（2km以上）   交通用具（2km以上）   

 全額支給限度額 15,000円  全額支給限度額 31,600円 

        

 


